
 

『ＨＰやスマホでｅ－Ｔａｘ急増 所得税等確定申告状況』 
 

 国税庁は先般、令和元年分の確定申告の状況を公表した。所得税等では申告書の提出人員が２，２

０４万人（前年比０．８％減）、うち納税人員は６３０万人（同１．３％減）。所得金額は４１兆６，１４０億円（同

１．２％減）、申告納税額は３兆２，１７６億円（同２．０％減）と、いずれも減少。個人事業者の消費税の申

告件数は１１１万４千件（同１．８％減）、申告納税額は６，０６２億円（同２．２％増）であった。贈与税の申

告人員４８万８千人（同１．２％減）のうち納税人員は３５万５千人（同１．４％減）、申告納税額は２，５００億

円（同１０．３％減）と、やはり減少した。 

 ｅ－Ｔａｘによる申告は所得税で６３０万２千人（同１６．２％増）、贈与税で２０万３千人（同５．０％増）。う

ち、国税庁ＨＰの確定申告書等作成コーナーを利用した提出は１９５万人

（同５７．２％増）に上った。スマホを使っての申告も４７万人となり、前年分か

ら約４倍の増加を見せた。 

 地方公共団体で受け付けた確定申告データを税務署に送信する「デー

タ引継」の利用件数は、運用開始の平成２８年分の約８倍にあたる１１４万人

となった。 

 なお、新型コロナウイルス感染症の影響による申告期限の延長に伴い、各

数値は本年４月末日までの情報に基づくもの。 

 

 『家賃支援給付金 法人最大６００万円一括で』 

 
 中小企業庁は、５月の緊急事態宣言の延長等により、売上の減少に直面する事業者の事業継続を下

支えするため、地代・家賃（賃料）の負担を軽減する給付金の申請受付を開始した。 

 支給対象は、（１）資本金１０億円未満の中堅企業、中小企業、小規模事業者、フリーランスを含む個人

事業者※医療法人、農業法人、ＮＰＯ法人、社会福祉法人など、会社以外の法人も幅広く対象（２）５月

～１２月の売上高について、１ヵ月で前年同月比▲５０%以上 または連続

する３ヵ月の合計で前年同期比▲３０%以上（３）自らの事業のために占有

する土地・建物の賃料の支払いを行っている。 

 給付額は、法人に最大６００万円、個人事業者に最大３００万円を一括

支給。法人で支払賃料（月）７５万円以上だと給付額は２／３、７５万円超だ

と５０万円＋（支払い賃料の７５万円超過分×１／３、上限１００万円）。個人

事業者で支払賃料３７．５万円以下だと給付額は２／３、３７．５万円超だと

２５万円＋（支払賃料の３７．５万円超過分×１／３、上限５０万円）。申請

は、２０２１年１月１５日までの間で申請できる。 
 
  出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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